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西独団結権理論の一側面

一団結の岡争的性格（Arbeitskampfbereitschaft）をめぐって一

清　　　正　　　　寛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いがたい。この様に，いざというときには争議行
　　　　　1　は　じ　め　に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　為をも辞さないという団結＝労働組合の決意が西

　資本制生産社会において・その主たる「商品」　　独でいうArbeitskampfbereitschaftであるとみ

とLて売り惜みのできない労働力しかもっていな　　ることができよう。

い労働者階級は，労働力の安売りを防ぎ・労働条　　　　しかし，かかる団結＝労働組合のもつ本質およ

件およびその他の経済条件の維持改善のために団　　び諸機能が法的評価の対象とされるとき，その評

結し労働組合を結成した。そして，この団結＝労　　価＝法政策は時代によりまた諸国によりさまざま

働組合に労働者が結集することは，まさに，自ら　　であった。たとえば，労働者の団結についての法

の直接の使用老およびその他の資本家階級に対し　　的評価をみても，一般にく労働者の団結を刑罰規

て彼らが「人間らしく生きる権利」を要求し・そ　　　定をもって弾圧する時代〉＜労働者の団結禁止規

れを実現させるために行なわざるをえない必然的　　定は廃止されたが，団結を法で保障はしていない

結果であったのである。もちろん，この団結は当　　放任の時代〉さらにく労働者が団結することを権

初から「労働組合」という一定期間以上存続する　　利として保障する時代〉と大きく3つの歴史的段

組織として出現したのではなく，はじめは一時的　　階を経て今日に至っていることは周知のとおりで

な争議団という形態で出現したであろうし，ま　　ある。｛3）また．法体系の違いから同じ団結権の法

た，労働組合という組織形態ができあがった後に　　認といってもその団結権の法的内容が国によって

もその性格目的は麓々異っていたであろう。　　　　異なる場合もあるし、さらに，その法認の法形式

　しかし，その本来の姿は，資本制生産社会での　　も同一ではない。本来・団結権と同一次元で考慮

被支配者たる労働者階級の人間らしく生きたいと　　さるべき協約権，争議権と団結権との相互関係に

いう要求ないし欲求に根ざした団結にあるのであ　　　ついても同様なことがいえる。

り，それはまた革命的主体たる歴史的使命を担う　　　このことはまさに・立法権をもつ国家権力と労

ている労働者階級ωとしての要求実現のための階　　　働組合等の下からの要求との力関係によって1つ

級的連帯行動にまで至る可能性を内在しているの　　の妥協の産物として諸労働基本権が法認せられて

である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　きたことに基因している。この意味で，諸労働基

　かかる団結＝労働組合は人間らしく生きたいと　　本権および労働立法は歴史的産物である労働組合

いう彼らの要求を具体化するために種々の行動を　　の本質と機能とをそのままには抱摂していないの

行う。その主要な行動の一つとして労働協約を締　　　である。しかしながら，これらの諸権利が単なる

結するが，この労働協約締結を労働者側に有利に　　　「映像」にしかすぎないとしても・またまさにそ

展開するために団結は争議行為という圧力手段を　　うであるからこそ・歴史的な団結の本質にたった

その背後にもち，場合によってはこれを行使す　　団結権の認識が重要なのであり・これなくしては

る。｛・）そして，かかる労働者の団結と団体交渉一　　　正しい法解釈・法批判はありえないであろう。

労働協約締結と争議行為とは密接不可分に結びつ　　　本稿では・このような認識のもとに・西独団結

いているのである。労働協約を締結できず，ま　　権理論を理解する1つの手がかりとして，西独に

た，争議行為を行いえない団結は其の団結とはい　　　おいて団結＝労働組合の闘争的性格（Arbeit5・
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kampfbere三tschaft）についてどのように議論さ　　た♂’）Lかし今日では，労働協約法第2条［・）をは

れているかを考察する。さらに，団結権と争議権　　　じめとして諸労働立法｛°｝によりたいてい“労働組

との関係についても若干ふれてみたいと思う。　　　合”という概念が用いられるようになっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このことは，法が労働者の団結の本質を幾分なり

　註（1）沼田稲次郎「市民法と社会法」81ベージ以下　　　　とも把握したものと云って良かろう。この点で二

　　参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ッパーダイが「この言葉（労働組合一筆者）の意

　註回もちろん。争議行為は協約を有利に妥結させ　　　味するものは，歴史的には労働争議を基盤として

　　るためにのみ行使されるのではなく’同情スト・　　　発生し，今日も法的事実としてはその基盤の上に

　　政治ストという形でも行なわれる。ここで協約締　　　立っている労働者の団結にほかならない」〔7｝と云

　　結の場合をあげたのは典型的事例としてである。　　　っているのは正当である。

註（3）欧端駅の嘔髄牡を脚こ ｳとめて　さて，基本法第9繍3項の団結概念につい

蕊蕊㌫狸蒜鷲蕊　て・二・パーダィは・その・ルクールとLて次

　　，。。，脚臨PP．7＿鋤宝ある。　　　　の3点をあげている・〔8｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）自由意思による私法上の団体的集団である

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こと。
　　　　　1　西独団結概念の概観　　　　　　　②使用者または労働者が独立の超経営的基盤

　ボン基本法における労働者の団結　今日西独に　　　にたって組織していること。

おいて，団結権は，1949年5月23日のドイツ連邦　　　（3）とくに，労働協約の締結により・また・必

共和国基本法第9条第3項肛）によって保障されて　　要あるときは争議行為にようて労働者または使用

いる。この団結権を行使することにより設立さ　　老の集団的利益を擁護することを目的とするこ

れ，また，団体としてこの団結権を享受するいわ　　　と。

ゆるKoalitionωが・どのような性格をもうてい　　　　本稿にとり，　とくに重要なのは最後の間であ

るかが本稿にとり重要な意味をもつので，若干考　　　る。しかし，この点にかんするニッパーダィの見

察してみよう。　　　　　　　　　　　　　　　　解のうち，協約締結については1の後半で・ま

　元来，歴史的にみて団結権を切望してきたのは　　　た，　A凸eitskampfbereitschaftにかんしては

労働老であった。この意味からすれば・労働者の　　　1で考察することにする。そして，ここではまず

団結＝労働組合が個々の労働者とともに団結権の　　（IX2）についてニッパーダイが詳説している見解の

主体であるべきである。しかいドイツにおいて　　　うち団結概念の理解にとり重要と思われるとこだ

は・ワイマール憲法第159条でもまた基本法第9　　けを簡単に要約すると次のようになる。（・｝

条第3項でも「何人にたいしても・また・すべて　　　団結の自由の概念を考えるときは，集団が永続

の職業にたいしても」団結権を保障するという法　　的であるか，または一時的であるかは問題ではな

形式がとられたところから“使用者の団結権”な　　　い。しかし典型的な労働者の団結概念を考えると

る観念をも生み出している。m　しかし・ここで　　き，それは労働組合である。労働組合概念を考え

は，労働者の団結権，労働者の団結についてのみ　　　るときには，その労働者の団結は，長期間にわた

考察する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　るものでなければならず，そして団結に結集する

　また，ドイツにおいて労働者の団結を法的評価　　　ものは・・団結の法的紐帯”によってしっかりと結

の対象とするとき，1933年以前は“労働者の経済　　ぴあわされていなければならない。また・団結は

団体”という多義な概念が用いられていたため，　　自由意思によって設立されなけれぽならない故・

何がこの　・・労働者の経済団体’に含まれるかを　　　いわゆる“強制団体（Zwangs亨erbande）”は基

決定する際，歴史的な労働者の団結とは異ったも　　本法第9条第3項の職業団体一Koalition一では

のが，その中に混入せしめられる可能性があっ　　ない。しかも，団結の最も重要な任務は労働協約
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の締結であるが，このことは強制団体の任務とは　　　る。このことからして，職業団体の歴史的発展

一致しないのである。さらに団結は純粋性をもた　　から，協約能力は団結の必須の判断基準なのであ

なければならない、すなわち・労働組合は労働者　　　る。」幽　このようにニッパーダイは述べて，さ

だけから組織されなければならない。このことは　　　らに，意思決定の自由により協約能力を排除する

基本法第9条第3項からは明白ではないが，団結　　　団体は，労働法上の使用団体または労働組合では

の自由の歴史，および，この基本権と労働者の団　　なくなる。このような団体は，労働法が団結に与

結を労働組合であると規定しているその他の労働　　えている諸権利を有しないのである厨と，　結論

法規との密接な関係から出てくるのである。それ　　する。

故，同一職業部門に所属する使用者と労働者とが　　　Arbeitskampfbereitschaftについて，ニッパ

混在して設立する　“協調団体　（Harmoniever－　　一ダィとは意見を異にするニキッシュの協約にか

bande）”は団結ではない。また，団結は相手方か　　んする見解をこれまた簡単に示しておこう。

らの独立性を要求される。そしてこの独立性とい　　　’ニキッシュは，労働条件規制のための協約制度

う概念メルクマールは，経済平和的労働組合およ　　　の重要性を認め，労働協約法も，それ故に，すべ

び黄色労働組合の協約能力の判断の際，大きな役　　　ての狭義の団結口　（労働組合と使用者団体）に協

割を果してきた。その他・政党・教会および国家　　約能力を与えているのである，という。しかし・

からの独立性．超経営的基盤が要求される。　　　　協約能力の放棄については，次のようにいってい

　これらのメルクマールについては・他の論者も　　　る。「団結が自己に与えられた協約能力を行使す

ほぼ一致している。叫　　　　　　　　　　　　　　　るか，　また，　どの程度それを行使するかは・原

労働者の団結と協約との関係　Arbeitskalnpf一　　則として団結に任かされている。団結にかんする

beleits己haftはまた，協約能力の要件ともされる　　すべての条件は充足しているのに，労働協約の締

ので，労働者の団結と協約との関係について簡単　　結を拒否する団体は．このとき，団結目的追求の

にふれておく。　　　　　　　　　　　　　　　　　ための最も効果的な手段をまさに放棄している。

　ニヅパーダイは，団結の目的要素の特徴の1つ　　しかし，それが故に，　この団体が団結ではなく

は，「社会的および経済的に対立している者（一　　　なるということではない。労働組合と使用者団体

方は労働者，他方は使用者）の団体が一定の他の　　　は，労働協約の立法的規制と協約能力の賦与よ

社会的ファクター，すなわち社会的相手力に対し　　りも古いものであることを考慮レなければならな

てそれぞれの目的を追求することである。　この　　　い。それ故，協約能力ある団体のみが団結である

点で，この社会的グループは最もするどく対立　　　というのは論理的ではない。逆に，ただ団結の性

し，相互に絶えざる摩擦の中に存在しているので　　格をもつ団体だけが協約能力をもつのである」口

ある。団結は必要ある場合には労働争議にようて　　　と。そして，その例として，協約能力はもたない

この目的を追求しようとする。団結は闘争的団結　　が，団結として認められている公務員団体を示し

（Kampfkoalitionen）　として発生してきたので　　　ている。

ある。このことが，また今日でも団結の特色であ　　　　しかし，一般的に協約能力を放棄した団体を

る。団結は，自己とともに労働関係の形成に協力　　なお，団結としてニキッシュの如く認めたとして

すべき団体に対し直接または間接の影響を与える　　も，はたしてその団体が基本法第9条第3項に定

ことにより，その組合の経済的地位を改善するこ　　める目的を達成しうるかは問題であろう。もっと

とを目的とする団体である」oo　という。そし　　もニキッシュは次のようにはいっているが。碑す

て，団結がその目的を達成する方法については、　　なわち，労働条件および経済条件の改善は，なに

くおしい明文の規定は存在しないが，「最も適切　　　も，労働協約の締結によってのみ達成されるので

なそして法秩序によりとくに与えられる手段は，　　　はなく被用者の経営内的な・または・超企業的な

社会的相手方と労働協約を締結することであ　　　共同決定楓社会保険の確立，労働行政・社会行
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政への労使の団体等の強い参加などによっても達　　　註（噂NiPPεrdey・M・0・，S・76．　S　303

成されるではないか1と。　　　　　　　　　　　　註⑭Vg1・Mk已h・a・a・0・・S・2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　註（19　Nik垣ch，　a．a．O．，S．5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　註口　Vgl．　Nikisch，　a．a．0．，S．5
　註｛D　第9条第3項「労働条件および経済条件を維

　　持しかつ改善するために団体を結成する権利は，

　　何人にたいしても・また・すべての職業にたいし　　　　　　　　皿　Arbei†5kompfberei†schof†に

　　ても保障される。この権利を制限し・または・妨　　　　　　　　かんする諸見解

　　害しようとする約定は無効であり，これを目的と

　　する措置は遠法である」　　　　　　　　　　　　　　団結概念もしくは労働組合概念のメルクマール

　註②　Koalitionは・団結もしくは団結体と訳され　　　　として，　Arbeitskampfbereitschaftを認あるか

　　るが’輔では臨としておく・　　　　どうカ、については，ワイマール．ドイツにおい
註③労働者とともに使用者にも平等に団結権を保　　　　ては，それを否定的に理解する見解が有力であっ

　　障するということは，つねに団結権保障を求めて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た。ω　しかし，今日西独において，この点につ
　　闘かってきたのは労働者であるという団結権の歴

　　史縫髄程販する．この点わが醜法繋　　いては見解の分れるところである・ここでは・

　　条の団結権保障規定はその主体認識において正当　　　Arbeitskampfbereitscbaftを認める学説mと・

　　である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　このことを否定する学説1帥とに分けて，その中で，

　註（4）VgL　Hueck－NipPerdey，　Lehrbuch　des　　　　Arbeitskampfbereitschaftはなぜ必要か・　もし

　　Arbeit3reoht3，6、　AufL，　Bd』S・71；Ni一　　　　くは必要でないかという論拠を考察してみよう。

　　k栖゜h・A「beits「echt・2・A皿n・・Bd・皿S・2　　　　　肯定脱　肯定説は，まず，労働協約法第2条等

　註㈲労働協約法第2条第1項「協約当事者は’労　　　の諸労働立法により，今日では基本法第9条第3

　　働組合・個々の使弼者および使用者団体とする」　　　項の労働者の団体は労働組合である一もっとも後

註固たとえば・経営組織法労働裁判所法。　　　　　にふれるように，基本法第9条第3項の労働者の

註｛7）VgL　Nip脾「dey’a・a・°・・S・η加⊇ @ 臨は労働組合より広い齢であるとい持え方　3主（8）　Nipperdey，　a．a．O．，　S．57
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　もある一という理解から主張されている。そして
　註（9｝　VgLNipperdey，　a．　a．O．，§6　Begnff　und

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この肯定説の中には、歴史的発展過程からみた
　　Wes餌d｛鵠B㎝ユfsverballd｛鵠，　S．57　f．

註碑たとえば．N』h，。．。．・、，§571．　労働齢概念は・つねに疏・it・k・mpfb・「eit’

　　Der　Begdff　der　K。泣iti。n，　S．2f．参照。ま　　　schaftを内在してきたという考え方や・労働組合

　　た，シュノ＿ルは労働組合概念のメルクマールと　　　　の労働生活における秩序維持機能は・　Arbeits’

　　して次のようにいう。　　　　　　　　　　　　　kampfbereitschaftをもつ労働組合によってのみ

　　ωその本質から被用者の団体である。｛2）私法上の　　　果されるという点を重視する見解が存在する。さ

　　団体。③自由に設立された団体。（4）純粋性。（5）相　　　　らに，　ワイマール・ドイツとは異って，西独に

　　手方からの独立。㈲政党および教会の影響からの　　　は，国家による強制仲裁制度が存在しないという

　　独立・⑦超経営的基盤。（8）団体はその所属する職　　　　ことからも，肯定説は主張されている。以下，各

　　業部門の労働条件を協約により規制する任務をも　　　論者のいうところを，とくにニッパーダイ，ロイ

　　たな肋ばならない・⑨団体は現行の協約齢よ　スを中心にして考察はう．二。パーダイが団結

蕊蕊監灘㍑篭曙1エの・ルクマールとして協約繊意脚び4嚇
　　』π迦＆、鋼。，謁＿，㎞。趾、・，　思をかかげていることは・前述のとおりである

　　R品脳S．折f、B。b，。w曲D園翫』　 が，　A・b・i・・k・mpfb・・ei・・ch㎡・について・次のよ

　　recht　im　Betrieb，3Aufl．，　S．捌　　　　　　　　うに述べている。彼は，労働組合が歴史的には労

註ωNiPP，．d，，，。．。．・．，　S．74　　　　働争雛基因として発生し，また・今日法的齢

註⑫Nip声d。y，、．。．O．，　S．75　　　　として認められる労働組合も，かかる歴史性にそ
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の基礎を置いていることを前提とし，労働組合　　　らないのは，ニッパーダィが労働争議を否認する

は，その要求を社会的相手方に対して効果的に貫’　　団体は‘‘団結”ではないというときは，かかる団

徹する可能性，すなわち，その専門の協約範囲内で　　　体が“自由な意思決定”によって労働争議を否認

具体的労働協約を場合によっては社会的相当性あ　　することのできる団結について述べている，とい

る手段で強制する可能性をもたなければならず．　　うことである。すなわち、労働争議が法律上禁止

このことは労働組合の本質的メルクマールたる協　　されておらず，また，ニッパーダイのいう“職業

約能力と不可分の関係にある（4㌧という。そして　　の倫理的性格”からも労働争議がなんら制約をう

「すべての平和的手段が拒まれたとき，とくに，　　けていないにもかかわらず，ultima　ratioとして

相手方が任意仲裁手続に応じないとき，　もしく　　の争議行為を否認Lている団体は“団結”ではな

は，管理委員会法第35号第10条［・）による調停裁　　　いのである。従って，法律により争議行為を禁じ

決を受諾しないときには，要求する労働条件を貫　　　られている官吏の団体は、Arbeitskampfbereit・

徹するためのultima　ratioとして労働争議（スト　　schaftを有していなくとも団結のその他のメル

ライキ，ロックアウト，ボイコット）だけが残さ　　　クマールを具備していれば“団結”である。ま

れているのである。それ故，労働争議は協約能力　　　た，他人に使用されている従属的医師の団体が，

の必然的相関概念である」とする。その理由は，　　　医師という職業の倫理的性格から争議行為を否定

現在，強制仲裁制度，強制協約が存在しない点に　　　してArbeitskampfbeτeitschaftという特徴を

求められている。すなわち，通常，要求をかかげ　　欠いたとしても，それは単に“自由な意思決定”

て闘かうのは労働組合であるが，強制仲裁や強制・　によるのではなく・医師という職業の性格に基づ

協約が存在しない今日，相手方は，仲裁に応じな　　　くものである故・かかる団体は・やはり‘’団結”

ければ労働協約を締結しないですむことになる。　　である。このようにニッパーダィは主張する。｛°）

このとき，団結一労働組合一に不可欠なメルクマ　　　また・デルッシュも同様に云っている。悼

一ルとして要求されている協約能力は有名無実に　　　　ロイスは，ニッパーダイとは若干異なうて，団

なってしまうではないかと主張する。このことか　　結は労働組合概念より広い概念であるとする。脚

ら，彼は，「団体はその組合員の利益を守るため　　すなわち，団結概念は“労働条件および経済条件

に必要であり，そして，他のすぺての手段が拒否　　　の維持改善”という自己に与えられた使命を成就

されているという非常の場合には，労働争議とく　　するために労働協約を締結し緊急の場合には労働

にストライキまたはロックアウトを行う用意があ　　争議をも行う・ということまでは含んでいないと

ることを，団結概念は必然的に前提としている。　　する。そして，かかる理由から，団結概念にと

それ故，ulti皿a　ratioとしての労働争議を否定　　りArbeitskampfbereitschaftは必要でないとす

するようないわゆる経済平和的団体は．労働法お　　る連邦憲法裁判所の1964年5月6日の判決傾　にご

よぴ労働組織法上の団体ではない」㈲　とする・ま　　の点については賛成している。また・ロィスは・

た，最近の論文でも，ニッパーダイは，「労働争　　　官吏の一般的勤務条件一これをロイスは準労働

議を否定する被用者の団体および使用老の団体一　　　条件ともいう一を決定する際には労働法ではなく

官吏労働組合，従属的医者の団体などを例外とし　　行政法が適用される故・官吏団体は団結には属す

て一は，基本法第9条第2項および1964年8月　　　るが労働法上の労働組合ではないとする。　しか

5日の結社法第1条以下の意味における結社では　　　L・本来的に団結権の主体は労働者とその団結た

ある。しかし，それは，基本法第9条第3項お　　る労働組合であるのであり・ロイスが団結は労働

よび結社法第16条｛・｝の意味における団体ではな　　　組合概念よりも広い概念であるとして・団結概念

い。それは協約能力を有しない」｛・｝と云ってい　　　のメルクマールからArbd　tskampfbereit8ch！㎡t

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を排除するのは妥当ではない。また，官吏団体に

　ただ，ここで注意しておかなければなければな　　ついては・これを団結であるとするのであれば・
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ニッパーダイのごとく団結＝労働組合概念の例外　　　定はありえないからである。不十分な賃金しか与

的存在であるとするか，または，官吏に争議権を　　えていない経済分野もしくは企業からの労働力流

禁止している法政策を批判すべきであろう。官吏　　　出を防止するために，再び解約告知への国家的認

団体にかんするロィスの見解は論理的にもあいま　　可を心要とする職場変更の制限が導入されざるを

いである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えないだろう。同様に，労働（勤労）義務をとも

　他方，団結概念についてはArbeitskampfbe一　　なう国家の行政制度の強化も導入されざるをえな

re輌tsc』ftを要求しないロィスも，労働法上の労　　　いだろう。単に論理的にだけでなく，実際上の経

働組合概念にかんしては，とくにその協約能力に　　験からもそうであった様に，一方は必然的に他を

っいてはArbeitskampfbereitschaftを要求し　　生ぜしあるのである。このことは・わが国家組織

ている。このとき，ロィスは，まず労働組合が労　　の終末である。」蝿

働生活においてもつ秩序形成機能を重視する。す　　　かかる理由から，ロィスは，「労働組合がその

なわち，基本法第9条第3項が権利として団結形　　　組合員の集団的利益を事実上成就することができ

成にかんする決定の自由一団結の結成，団結の存　　　るためには，緊急の場合に圧力手段としてストラ

続，団結活動一を保護しているということは，労　　　イキを敢行する立場にある」ωのである，とする。

働協約の締結により“労働生活の重要な秩序，，を　　　このように，ロィスは資本制生産社会における協

形成する権利を団結に与えることを意味すると同　　約制度のもつ秩序機能を重視し，この協約制度

時に，他方，かかる秩序形成の義務を団結に課し　　を支える柱として労働組合の争議意思一Arbeits・

ているのである。この秩序形成の実現を当事者の　　kampfbereitschaft一をみているのであって・そ

一方の反対で挫折させないためには，争議行為と　　の思考の背後にはナチス体制に対する強い反省が

いう圧力手段だけが存在するのであり，さもなけ　　　うかがわれる。

れぽ，国家的賃金決定という事態を招こう。労働　　　　また、以上のような点から，団結概念にとり

協約を締結することは協約能力ある団結のi義務で　　Arbeitskanユpfbereitschaftは必要ではないとす

あるように，まさかの場合には種々の反対に対抗　　　るロィスも・団結が労働協約の締結を意図するの

して協約締結を相手方に強制することも，また，　　　であれば，このとき団結は緊急の場合のために争

一つの義務権でもある。争議行為という潜在的圧　　　議意思をもたねばならないという。

力手段を放棄するならば，団結の協約権を廃止し　　　今日西独では，前述のごとく1933年以前とは

そして国家的賃金決定に移行せざるをえないだろ　　違って，国家による強制仲裁制度は存在していな

う。そして，これとともに民主的法治国家の性格　　　い。ワイマール時代には，協約当事者の一方から

は放棄されるであろう。このように述ぺて，ロイ　　提起される仲裁請求が存在し，かかる仲裁請求に

スは次の如くいう。「団結の自由，協約自治，争　　　より相手方の仲裁手続への強制的参加制度があっ

議行為の自由という基本権をともなう自由な民主　　　た。そしてかかる“強制協約”を免がれんがた

的法治国家および社会国家と一般的なArbeit呂・　　めに使用者団体は・‘故意による協約無能力（die

kampfbeτeltschaftとの間には，必然的に不可　　gewollte　Tarifun伍higkeit）”という現象を生

分の関係が存在する。」そして，　「一般的な　　み出した。掴　一方，ボン基本法下では・管理委

Arbeitskampfbereit的haftがなければ，釣合の　　　員会法第35号による任意仲裁制度しか存在しな

とれた基盤の上でとりきめられる賃金は存在しな　　い。このような法的状況の変化からも，ロィスは

いし，経済的強者が支配し，国家は権力の濫用を　　　労働組合の争議意思の必要性を認めて，連邦労働

さけるために干渉しなければならないし，国家権　　裁判所が「争議行為について国家的強制仲裁が存

力にようて貨金を決定L，またそれ故に，価格を　　在しない故，事情によっては，労働組合はその

も国家権力にようて決定しなければならない。と　　任務の成就を可能にすぺき最後の手段をもってい

いうのは，国家的価格決定なしには国家的賃金決　　　る。」「団結目的と強制仲裁の否定それにulti’
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ma　ratioとしての争議行為への信頼との間には　　　して，否定説の立場を考察してみよう。

必然的な意味の連関が存在する」的　と述べてい　　　否定説　ニキッシュは，思考方法の第一段階と

ることに賛同している。さらに・ワイマール時代　　　して，ある団体がその目的追求の際，争議手段の

には「争議意思をもたない団結にも協約能力をみ　　採用を放棄したならば，その団体は基本法第9条

とめたがそれにもかかわらず・協約自治は大旨そ　　第3項にいう団結であるか，という観点から議論

の任務を果してきた。このことは単に強制仲裁の　　をすすめて，次のようにいう。「なるほど，昔か

結果であったにすぎないということは説得力がな　　　ら労働組合はその要求の貫徹のための最後的手段

い」と連邦憲法裁判所がその判決的で述べている　　をストライキの中に見出してきたし，また他方，

ことには反対している。ただこの際，ロイスは　　使用者もロヅクアウトによってストに対処するこ

その賛成する理由および反対する理由については　　とを放棄できなかった。それにもかかわらず，団

述べていないが，やはりArbeitskampfbereit・　　結がストライキを自認するということは・団結の

schaftがなければ労働組合の団結自治一協約自　　概念には属さないのである。」

治およびそのことによる労働生活の秩序形成機能　　　団結概念にArbeitskarnpfbereitschaftを属せ

が充分に発揮されないと考えることによるのであ　　　しめない点では，ニキッシュはロイスと一致して

ろう。また，ロイズはワイマール時代の強制仲　　　いる。しかし，理由づけの点では異なる。ニキッ

裁制度の下でも事実上争議が存在したことを述べ　　シュは続けて「というのは，団体がその要求の背

て，強制仲裁制度の代償機能が充分でなかったこ　　後にストライキという圧力ないし威嚇を設ける用

とをも指摘Lている。　　　　　　　　　　　　　　　意があり，そして，かかる状態にあるときにの

　以上のような肯定説について，とくに・ニプパ　　み・その団体は労働生活におけるその構成員の立

一ダイの見解にたいして，ニキッシュは諸労働立　　場を効果的に維持し改善することができるのだ，

法が労働組合について規定するようになったとい　　　という議論は存在しえないからである。無数の場

う立法上の変化は認めながらもArbeitskampf・　　合に・このような圧力がなくとも協定に到達して

bereitschaftが労働組合概念にとり本質的である　　いるのであり・また・争議の可能性に依存するこ

ということが果して確定されているだろうかとし　　とが否定されていたならば・交渉当事者は・すく

て，次のように反論している。「今日・労働組合　　なくとも協定に到達しえなかったであろう・とも

は，社会的経済的生活において非常に重要な権力　　主張できないのである。」鵠　という。そして・

要素にまでなってきている。それ故・労働組合が　　職員団体（Angestelltenverbande）はストライ

争議行為の放棄を意図したとしても一このことは　　キという武器を一度ももちいていないし・事実上

社会的自治の担い手としての組合の地位と一致す　　の理由からもストライキを行うには非常に困難な

るばかりでなく’，また，よりおだやかでさえある　　状態にあるにもかかわらず・また・官吏労働組

のだが一このときは，過去の時代に生じた社会的　　合にはストライキが否定されているにもかかわら

相手方との対決という形態を将来にも間執する場　　ず・両団体ともその構成員の労働条件を改善する

合よりもおそらく効果的に，組合はその組合員の　　地位にあるではないか，　とその例に示すのであ

利益を貫徹することができるのである。争議行為　　　る。脚　しかし・官吏労働組合は争議行為が否定

を否定する被用者の団体を労働組合とは認めず・　　されている例外的事例であり，これを一般的に普

また，社会的自治から排除する理由はなんら存在　　　遍せしめるのが妥当であるかは疑わしい。また’

しないのである」樋　と。しかし、このニキッシ　　　ドイツ官吏制度の特殊性から官吏　（Beamte）以

ユの見解は，労働組合の社会的経済的力量はつね　　　外の公務に従事する職員・労働者には・官吏に対

に組合員の争議意思に裏うちされていなければ形　　　するような労働基本権の制約が存在しないのであ

骸化してしまうということを，看過しているよう　　るが，かかる公務に従事する職員・労働者の労働

に思われる。次にこのニキヅシュの見解を中心に　　条件が協約によって引上げられる場合・それは官
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吏の労働条件にもすくなからず影響を与えている　　ストライキの可能性とStreikbereitschaftがそ

ことをも霜過してはならないであろう。団　争議　　の背後に存在しているかどうかが．重要なのであ

行為という圧力手段が現実に行使されずに団結目　　　る。」

的が達成される場合が多い、というニキッシュの　　　　否定説は，労働関係を共同体的側面から把らえ

指摘は事実であろう。　しかしそれはあくまでも　　　る立場からも，主張される。今目，西独において

現象面に出てきた事実の指摘にしかすぎず．かか　　　は，徹底した企業共同体思想により労働組合を破

る現象の背後にある“潜在的な争議行為の圧力効　　壊しドイツ労働戦線を創りあげたナチスドイツ時

果”までをも軽視してしまってはならない・とい　　代への反省から，労働関係は労働契約に基づく

うニキッシュへの反論が当然出てくる。この点に　　継続的債務関係として理解されるのが支配的であ

ついて，ロイスは次のようにいう。閏「経済的弱者　　　る。帥　Lかしなお，労働関係を共同体思想で把

たる個々の被用者はまず結合することによって・　　らえる思考方法が一つの役割を果しているのであ

考慮されうる相手方となり，そして，潜在的なし　　　り，いわゆる「社会的パートナァシップ　（s促i・

かし不断の争議行為という威圧により，考慮され　　　alpartnerschaft）」を手がかりとして，争議行

うる相手方となるということにその基礎をおいて　　為のない経済平和・企業平和が主張されている。

団結目的は存在するのである。Arbeitskampf’　　　すなわち，相互信頼に基礎をおく協働からこの

bereitschaftは，要求をかかげて交渉を行なって　　パートナァシップが生ずるのであり・相互の意思

いる労働組合に，労働協約法により前提されてい　　　疎通と公開の討議により両者の要求の必要性を相

る使用者側との均衡のための力量を与えているの　　互理解し，このことによって矛盾対立する利害の

である。」かかる労使の対等性は社会的法治国家　　和解が促進されるのである。被用者は・社会的，

の観点から示されるべきであって，「労働組合側　　　人格的・経済的な諸分野に存在する自己の利益を

に一般的なArbeitskampfbereitschaftがなけれ　　獲得するチ＋ソスを持つべきであると同時に・創

ば，対等性は存在しない。なぜならば，使用者側　　　造的な経営者の業務を理解し・配慮と実行力をも

の経済的に支配的な勢力は，2つの平等なグルー　　　って援助するよう努力すべきである叫・という主

ブの均衡のとれた，かつ，交渉による協約を成立　　張がみられる。また・このパートァシップとい

せしめるのではなく，多かれ少かれ，弱者グルー　　　う考え方から・平和的手段のために闘争的要素を

プにたいする強者グループの独裁を意味するであ　　抑制し労働組合に平和的休戦を要求するという労

ろう。この時，個々の事例で＿すなわち多くの場　　働生活の中につねに存在する傾向を導き出すもの

合に一原則としてArbeitskampfbereit5chaft　　もいる。閂　このような思考方法は・わが国の経

をもっている団体によって締結された労働協約　　営者・とくに労使の諸問題の「協議による解決」

が，具体的なかつ明白なストライキの威圧なしに　　　をその基本方針の一つとして掲げる日本生産性本

締結されたか（そしてそれが独裁的な内容ではな　　部の労使協議制にたいする考え方と類似する点が

く交渉された内容をもつか）どうかは，重要では　　ある。わが国では労働協約の中で種々の名称のも

ない。団体が要求をかかげて交渉を行う場合に存　　とに労使協議制が制度化されているが・それは主

在する交渉相手への不断の潜在的な，しかも，判　　　として労使の意思疎通・紛争予防という平和的な

然とした理由のある圧力というものは，一般的な　　労使の紛争調整とそのことによる事業の発展を意

由b。i，，k。mpfb。・eit，chtをもつ団体からのみで　図して制定されてし・る．悼しかしこのような

てくるのである。この潜在的な圧力は，まず，当　　労使協議制は，組合の力量が充分でなけれぱ・組

事者闇の均衡を保障し，同時に交渉の自由を保障　　　合側の効果的な団交，争議戦術を阻止する機能を

する。すなわち，一ニキッシュの見解とは逆に　　はたし，使用者側による組合の分裂支配の道具と

一具体的な交渉過程で明白なストライキの威圧を　　なる危険性を内在しているのである。それ故・

行使するかどうかでなく，ultima　ratioとしての　　　これに対処しうる充分な力量を組合がもつために
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も・組合は本来的に“闘争的性格”をもつべきで　　　と同様，基本法第9条第3項は争議権の保障は含

あり，すなわち・組合はArbeitskampfbereit・　　まないとするのであるが，この両者の関係をどう

schaftをもたなければならないであろう。つま　　理論構成するかについて，ロィスはふれない。

り1ロイスのいうように勧，　社会的パートナァ

議欝蕩之：：墓蓮慧慧ご：　註1？争曇㌫言蒜；：煕
であり・社会的パートナァシップという思考方法　　　　団結の自主性および非従属性の要素になるか，に

により・争議行為のない一般的経済平和が実現さ　　　　っいて次のようにのぺている。＜団結を通じての

れるとしても・それは「最も遠い将来・ユートピ　　　　実効ある利益代表というものは，当該の同盟が制

アの国で達成されるだろう」ということになる。　　　　定法上その埴位を認められ，且つそれにふさわし

　この社会的パートナァシップの思考は，その論　　　　い諸制度によって場合によ司てはその要求を労働

拠を経営組織法第49条第1項「使用者と経営協議　　　　争議という手段〔争議行為〕に訴えても主張する

会とは，現行の労働協約の範囲内で，信頼にみち　　　　ことができる場合にのみ・保障されるということ

かつ経営体内に代表権を有する労働組合と使用者　　　　に疑いがない。また団結という概念が歴史的に闘

団体との相互協力により，公共の福祉を考慮しな　争組織醐念から鍛し来ったこともたしかであ

がら・蹴とその被用者との福祉姻るため・　ぷ：㌫㌶㌶霊匡隠ご
相互に協働する・」とい槻定にも見出してい　　その蜘は現行法の文言にある．斯蹴1喘
る。国 @同条第2項本文は・たLかに・使用者と　　　　にっいて「被傭者又は使用者の経済的組合　〔同

経営協議会との間の争議行為を禁止しているが・　　　　盟〕」という表現を用いている（例えば労働協約

同条項但し書は・協約当事者間の争議行為一企業　　　　令第1条）。かような「経済的組合」という言葉

レヴェルでの争議行為をも含めて一を明らかに許　　　　の下で，法律がなお闘争団結だけを念頭において

容しているのであり，経営組織法から労働組合の　　　　いるのだということを，論証するのは不可能であ

闘争的性格を否定するのは妥当ではなかろう。働　　　　る＞Si皿heimer・Grund鉗ge　des　Arbei臼一

さらに、織行為を立法により＿般的に禁止す　　「echts・2・A“n・・19解・SS・7H2・楢崎゜

ることもありえないことではない．もし由．　郷訳「労働法原理」ηページより引用・

b・it・k・mpfb・・eit・ch・ftを綱合の必要的…　マ三：㌫三こ，i蒜罐蕊r㌫

クマールであるとすれば・このような法律の発布　　　　　なかったのは，国家的強制仲裁制度の存在に基因

により労働組合はもはや存在しえなくなるのでは　　　　するという。Reu6　Arbeitskampfbereitgchaft

ないか，　という議論国　が否定論者からなされ　　　　　als　Voraussetzu皿g　dεr　Tarifhoheit，　RdA　19

る。この議論についてロイスは前提が誤っている　　　　自，S，363；その他Ψgl．　Nipperdey，　M．　O．，

という。すなわち「法律により一般的に争議行為　　　　S・303・Anm・65・；Nikisch，日轟O・、　S・13・

を禁止することはあってはならない。もしこのこ　　　　註（2）　Nipperdey・劃・a・0・・S・77・303；der・

とが行なわれれば，……，労働組合はもはや存在　　・elb・・R・配953・S・379・1脳S・部U・；H・・

しえない。そして同時に社会的法治国家たる連邦　　　　ecksNipPe「dey’T°ph。Ψen・TVGesεtz・K°m一

耀欝⊇蕊㌶麟：寳　三議鶯蕊鶯鷲
も，また，政治的理由からも、わが国の組織の基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　S．362ff．；Dersch－Volkmar，　ArbGG，　Kom一
本構造を倒壊するような争議行為の禁止という企　　　　m．，6．Auf1．，§10　Anm、5bkk；Schelp，

図は真面目には考えられないのである。」叫　　　　　　ArbuR．1954　S．72等。

しかし，ロイスは，全面的な争議行為禁止は基本　　　註｛3）Nikis。h，　a』、O，，　S．13，255；Die塙Die

法上不可能であるとしながら，他方，他の有力説　　　　K・aliti・n5freiheit，　in　l　BeUemann・NipPerdey
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　．ScheuneT，　Die　Grundτε己hte，　Bd．　III　l　S．440　　　　　は他の場所でも．「大多数の労働協約は争議なし

　ff．；Neuma皿・Duesberg　i皿An皿．　zu　BAG，　　　　　に成立しているのであり．このことからも．争議

　AP　Nr．132u§2TVG；Frey㎞Anm．　zu　　　　　を否認する団体は成功の見通しをもって団結目的

　BAG　v．6．7．1956　in　ArbuR　1957　S．125f．　　　　　　を追求する能力がない，といことは出てこない」

　等。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と述べている（a．且、0．，S．255）。

註（4）VgL　NipPerdey，　Lehrb．　II　S．77　Anm．　　　　　註㈲　Nikisch・a・a・O・・S・255・同様の考え方を

　55　彼は．また，「労働組合概念は．その全歴史　　　　　　ディーツもしている。　Vg1・Dietz，　Die　Ko且li一

　的発展からまさに必然的に，団体はまさかの場合　　　　　　tionsfrciheit・a・a・0・・S・442　f・；Reu聾・a・

　には．労働争議をも一辞さないということを，前提　　　　　　a・O・，S・365・

　としている。従って．労働争議を原則的に拒否す　　　　　註⑳　峯村光郎瑞者「各国の公務員制度と労働基本

　る団体は労働組合ではたく協約能力がない。」と　　　　　　権」139－140ページ参照。

　いう。N｛pperdey，　a．a．O．、　S．303　　　　　　　　　　註囲　Re叫a．a．0．，S．365

註（5｝管理委員会法第35号は，労働争議調停仲裁法　　　　　註囲　　VgL　ReuO・a・a・0・・S・366

　である。それは使用者と鼓用者もしくはその組織　　　　　註四　Vgl・Galperin・Betriebsveエlassung5ge・

　との間に存在する争議の防止と仲裁のために制定　　　　　　se巳und　betriebliche　Parmerschaft・RdA　1962

　された（同法前文）。第10条第1項は「調停委員、　　　　　S．366ff、；

会の調麟部嚇当轄がこれを受諾すること　　註田N・・mann・D…b・・g・A・m・・u　BAG　m

　を表明したときにのみ両当事者を拘束する」と規　　　　　　AP　Nr・13　zu§2TVG　BL　68；ders・’Be°

定してt、る。　　　　　　　　　　・・i・b・Ψ・・f・・…g…ch・・S・垣f・・1頒・RεuO・

註（6）NipP。，d。，，　L，h，b．　II　SS．竹．78　　　　・…O－S・鰯・

註ω雛法郷条は詰社の帥と団締保護に　　錨林郷繍「髄の労働協約」1°°ページ以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下「労使協議機関条項」参照。
　かんするILO条約第田号の保護を受ける団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’註鋤　Reuじ，a．a．0．，S’366．
　について規定している。
註（、｝NipP，，d。y，　Z。，　M，・h。d，　d・・B…lm一　鋤註嚇照・

m皿gd臼K。li、i。田b。g．iff、，　K。・li・i。－d　　註喫田R叫a・a・°・・S端・　　，

A。b。』㎞，f、　RdA　1胸S．362　　　　註抽N・・一・D…be…Anm・zu　BAG皿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　AP　Nr，13　zu　§2TVG　BI．68；vgL　Reub，
註⑨　Vgl．　Nipperdey，　Lehrb．11　S．79；der5．

RdA　1脳S．捌A。m．2、RdA　19弱S．379　　・…0・・S・鰯・
註ω撫k。1．D，r，ch，舳。i巳，e、h・．5．　A。∫1．，　　註‘‘D　Reuい・a・°・・S・366・

　S．53f．

註口以下の゜イスの見解については’Re叫’A「’ @　　　　ly団結権と争議権との関係
　bεit5kampfbereitschaft　als　Vorausset加ng　der

　Tarifh。heit・RdA　1964　S・362　ff・参照。　　　　　　以上みてきたごとく，西独では，労働組合の闘

註⑫BVerfG　AP　Nr・15加§TVG・　　　　　　争的性格は労働組合の本質的要素かどうかについ

註（白ReuO・a・a・0・・S・364　　　　　　　　　　　て二様の考え方が存在しているが，労働組合の歴

註帥ReuO・a・a・0・・S363　　　　　　　　　　史的発展過程を考慮し，また，対資本家関係で労

舗Vg1・R叫a・a・°・・S・部3・Ni・麟y・　鵬合は充分な対坑的力量をもたなければその機

已h「b・IIS・75 @　　　　能繰しえないのであり，赫る対坑的力量蕗
調BAG　E　12・1現ff＝AP　NL　13　zu§2 @えるのが労働齢醐鋤性格であるという熊
註；VC蕊蒜a霊ぽG－．、1．謝るとき醐約能力があるにもか力編自
R。。畢，。．。．。．，S蹴．　　　　己の意思決定により由b・i・』pfb…it・・h㎡t

醐N⊇，。．。．・－S．・3　　　　を放棄する糠団体は労継合ではない・とする
註鵠Niki㏄h．　a，a．0．，SS．12－13ニキッシュ　　　考え方のほうが団結権の本質をより正確に把握し



一西独団結権理論の一・側而一　　　　　　　　　43

ているものと思われる。　　　　　　　　　　　　　るのである。労働組合が闘争的団結であるという

　団結権は’単に・組合をつくり，または，組合　　理由だけから，その労働組合を禁止することは不

に加入しそこに留まる権利であるのではない。そ　　　可能である。闘争目的のために結集し，このこと

れはまさに団結として行動する権利でもある。団　　　により団体を結成することは保障されている（基

結権は，概念上また本質的に，団体交渉し労働協　　本法第9条第3項，第2条第1項）」（帥　とし，

約を締結する権利および争議行為を行う権利をも　　さらに　「労働組合が本質上囲争組織であり，団

内包しているのである。ω　ただ・かかる広義の　　結の闘争手段をしぽしば用いていることを考えれ

団結権がそれぞれの諸国で現実にどのような法的　　ば，憲法は　（かかる団体にとり不可欠とみられ

位置づけをされるかは，その国における種々の要　　　る）これらの手段の保護をも意図しているという

因一団結権を承認する過程での立法政策および下　　結論を導き出すこともできよう」ω　と述べてい

からの要求（労働運動の側からの要求）の強さ等　　る。このような見解を示しながらもニヅパーダイ

ーにより異なっている。資本主義国家で団結権の　　は，争議行為は団結の行動の自由には含まれず，

法認が行なわれる場合，この広義の団結権はいわ　　　団結権は争議権を含まないとし，「団結」と「団

ゆる狭義の団結権，団体交渉権，争議権に分解さ　　結の闘争手段」とは概念上同一ではないという結

れるのが常であり，しかも，その法認の法的レヴ　　論に達している。

エルは，種々であり，とくに争議権の法認は最後　　　その理由は次の2つの点に求められているが，

まで争われることとなる。この意味で，団結樒　　　いずれも西ドイツにおける特殊的事情によるもの

団交権，争議権（団体行動権）を同一次元で保障　　　であり，また，理論的にも十分な説得力をもつも

したわが国憲法第28条は貴重な存在といわねばな　　　のとはいいがたいように思われる。第1の点は第

らない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9条第3項の立法過程に基づく。第9条の原案

　西独においては，団結権は基本法第9条第3項　　　（草案では第12条となっていた）では，第3項の

で保障され，労働協約については労働協約法で規　　　他に第4項1帥を設けストライキ権を承認する規定

定されているが，争議権の保障については，若干　　をおいていた。そしてこれが後に削除されるとい

の州の憲法を除き，実現されていない。しかも周　　　う立法経過働があった。　ニッパーダィは，　この

知のごとく，基本法第9条第3項は争議権の保障　　　ように争議権を，団結権を保障する条項とは「別

を含まないとする見解が支配的である。それで　　の」条項で承認したという立法週程をみても・争

は，団結は闘争的性格を保持しなければならない　　議権は憲法により保障される団結権には含まれな

ということと，第9条第3項が争議権を含まない　　い，ということが明らかであるという。また、第

ということの関係はどうなるのであろうか。この　　　4項が争議権に「法律の定める範囲内で」という

点にかんしニヅパーダイの見解を中心に考察L本　　　団結権にはならない制限を設けようとしたのも，

稿の締め括りとしたい。　　　　　　　　　　　　　まさにかかる意味からであるという。なるほど法

　前述のごとくニッパーダィは，団結は概念上闘　　　解釈を行うとき立法過程を考慮することは重要で

争的性格をもたねばならないとする。また，団結　　あろう。しかし，立法過程はそのときどきの立法

としての権利をも承認したといわれる1954年11月　　政策その他の要因に作用されているのである。草

8日の連邦憲法裁判所の判決はただ，団結の構成　　案第4項で団結権とは別に争議権を承認していた

についてのみ第9条第3項の保護を認めたにすぎ　　のも，ワイ守一ルドイツ以来団結権から争議権を

ず，団結の機能たる行働の自由の保護は承認して　　排除するために団結権をKoalitionSTechtとし

いないのであり妥当なものとはいえないと批判し　　てではなく　Vereinigung包rechtとして法認する

ている。（8）　また，団結は「概念上は闘争的団結　　形態をとったことに基因するのではなかろうか・

であらねばならないのであるから，団結はまた当　　これも当時の労資の力閲係の結果を法に反映した

然に，闘争的団結たる資格で憲法上保護されてい　　一つの政策であり，しかも，団結権の本質を十分に
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認識していない政策である。また，第4項で争議　　権は団結権の構成部分でもその内容でもなく、ま

権に一定の制限が設けられていたのもかかる立法　　さに特別の基本権である」㈹　と述べている。

政策によるものにしかすぎない。団結権の本質に　　　　このようなニッパーダイの見解に対し，少数で

とり重要なのは，労働老の団結および争議行為が　　　はあるが，基本法第9条第3項から争議権を導き

でてきた根源の同一性，不可分性の認識にたった　　　出す見解がある。たとえぽ，ミュンヘン州労働裁

団結権の把握であろう。立法政策により団結権か　　　判所は多くの詳細な判決b｝　の中で，基本法第9

ら争議権を分離しそれに制約を加えたとしても，　　条第3項の憲法上の保障は「ストライキ権」の憲

そのことは法解釈にとり重要であるとしても，　　法上の保障をも含むという見解を主張している。

団結権の本質には変りないのである。もちろん，　　すなわち，基本法第9条第3項の労働法領域内に

ニッパーダイは第9条第3項の解釈論として前述　　存在するすべての団結，および，社会的パートナ

の見解を展開しているのであろうが，この場合で　　　アとの労働条件および経済条件にかんする領域内

もニッパーダィが団結権の本質を正しく認識して　　に存在する団結の昌的をともなう団結権には，法

いるのであればまず第9条第3項での団結権保障　　的にそして社会的に相当な争議行為により，場合

の形式に対する批判をすべきであろう。　　　　　　によっては，労働条件の規制を要求するという意

　また，ニッパーダィは次のようにもいう。「基　　　思のもとに対抗する社会的パートナァを強制する

本法第9条第3項が争議権を保障するという見解　　　という目的をもつ争議行為が内在しなけれぽなら

は，具体的な団結目的にも憲法上の保護を認める　　ない。州憲法におけるストライキ権の明白な憲法

見解と同じく，支持できない結論に陥ってしま　　上の制定と関連して，基本法第9条第3項の憲法

う。なぜならそのときは，ストライキまたはロヅ　　上の内容から一般的ストライキ権が承認される，

クアウトに対抗する措置，したがって防衛的スト　　とする。その他，「団結権は承認されている。そ

ラィキも防衛的ロックアウトもすべて憲法違反と　　れ故，　この承認の中には原則として団結のその

なってしまうからである．労働協約も仲裁も，平　　　他の闘争形態の承認が含まれているのである」と

和義務のために概念上争議の自由を制限する故，　　か，「ストライキ権と団結権とはその歴史から同

憲法違反となってしまうであろう」｛・1　という。　　一である」という論者帥　があり，かかる見解の

かかる理解はまさにいわゆる社会法理念に支えら　　ほうがニッパーダィよりもすぐれているといわね

れている団結権の意義を霜過するものである。団　　ばならない。

結権は労働者，労働組合の権利なのであってそれ　　　　ただニッパーダイも団結権から争議権保障を導

以外の者の権利ではない。団結権を保障するとい　　　き出すことは否認しながらも，一般法のワク内で

うことは，そのことにより賓本制生産社会での被　　争議行為を認めている。すなわち，　「憲法上承

支配者としてのまた多様な意味での従属性をもつ　　認された歴史的発展，自由な社会的法治国家の原

者としての労働者がその地位を向上するという点　　則，　一般的な発展の白由　（基本法第2条第1

にその意義がある。この意味で基本法第9条第3　　項），自由な経済力の行使にふさわしい今日の経

項の団結権保障形式はその主体認識の点で正しく　　済的社会的組織法上の基本原理の総合的関係」圃

ない。また争議権と平和義務との関係についても　　から争議行為が許容されるといい，また・社会的

種々論議されているところだが，ここではこの間　　相当性を有する争議行為についてはこれを正当と

題には立入らない。ただ，憲法上争議権が保障さ　　　しているのである。聞　この西独の争議権理論に

れると平和義務との関係で協約も仲裁も憲法遼反　　　ついてはしかし別稿にゆずりたい。

になってしまうではないかというニッパーダイの

結論は飛躍しすぎているとだけいっておこう。　　　　註ω片岡教授は次のように云われる。「もとより

　さらにニッパーダイは，ストライキ権の保障を　　　　労働老の団結は，労賓問の対抗関係を予想し・そ

憲法上定めている諸州においても，「ストライキ　　れ樋じて自己酬現するのであって・その擁
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　の基礎そのものにおいてすでにかような対抗とい　　　　　　はとうてい表現できない，　ということによる。

　う動的な関係により規定される。団体交渉や争議　　　　　　VgL　Nipperdey，　Lehrb．　II　S．102．また，プ

　は団体の動的側面をいいあらわすにすぎず，団体　　　　　　ッラによれば，労働組合の支持するストライキに

　交渉権や争議権を伴わない団結権は，実は有名無　　　　　　対してのみストライキ権を承認せよという労働組

　実というほかない。従って、団結権の保障は，原　　　 合の要望に同意する多数派工作ができなかうたと

　則として団体交渉権及び争議権の保障をも含むも　　　　　　いう唯一の理由で，同項はSDPの動議によって

　のというぺきである」。「団結と労働契約の研　　　　　削除されたといわれる。Vg1．　Bulla、　Da5　zwei．

　究」3ページ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　seitig　kollektive　Wesen　des　Arbeits㎞一

駐（2）　NipPerdey，　Lehrb・II　S・106　ff・　　　　　　　　　　　　　　pfes，　Fe51schrift　fUr　NipPerdεy，　S．167

註③　NipPerdey，　Lehrb・II　S・112　　　　　　　　　　　註（7｝NipPerdey，　Lピhrb．　II　S．102

1主（4）　NipPerdey，　Lehrb．　II　S、101　　　　　　　　　　　　　　　註（8）　NipPerdey，　Lehrb．　II　S．102

註（5）第4項草案は次のように変化した．「ヌ・トラ　　　　　註（9）VgL　LAG　MUnchenΨ．17．4．1953，　v．26，

　イキ権は法律の定める範囲内でこれを承認する」　　　　　　10．1953，v．16．2．1954，　v．28．6．1954垣

　（1948年10月5日基本条項委員会Gr岨dsa畑us・　　　　　　AmtsbL　d・Bayεr．　ArbMbi皿．1953　S．　C77，

　schuOの第6回審議）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ65，1954　S．　C101，153；Bulla，　a．日．O．，S．

　「ストライキ権は労働組合がストライキを宣言し　　　　　　167，172を参照されたし。

　たときにこれを承認する」（同年11月16日総括起　　　　　註oq　ブツラが，ストライキ権を承認する諸学説一

　草委員会Al】gem．　Redaktionsaussch鴫）「労働　　　　　　その根拠は多様であるが一を要約Lているところ

条件および経済条件の維持改善のため同盟罷業を　　　　　　による。ここで引用したのはアーベントロートと

　行う権利はこれを承認する。その行使は法律によ　　　　　　シュミットの見解である。VgL　Bu11a，　a．日．　O．，

　りこれを規制する」（同年11月以日基本条項委員　　　　　　SS．170－172．

　会第25回審議）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　註ω　　NipPerdey，　Lehrb．　II　S．615

註（6）　削除された理由は，ニッパーダイによ」れば，　　　　　　註口　Nipperdey，Lehrb．11　S．639　ff．

　争議行為には合法なものから違法なものまで多様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1965．12，1稿）

　なものがあり，争議権として一般的な憲法条項に


